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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マルエージング鋼の消耗電極を得る一次溶解工程と、
　前記消耗電極を用いて真空アーク再溶解を行って鋼塊を得る再溶解工程と、
　を含むマルエージング鋼の製造方法において、
　前記再溶解工程中に、鋳型と鋼塊の間に０．９ｋＰａ以上１．９ｋＰａ未満の圧力でＨ
ｅガスを導入し、
　溶鋼プールの深さを１７０ｍｍ以下とする
　ことを特徴とするマルエージング鋼の製造方法。

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マルエージング鋼の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　マルエージング鋼は、２０００ＭＰａ前後の非常に高い引張強さをもつため、高強度が
要求される部材、例えば、ロケット用部品、遠心分離機部品、航空機部品、自動車エンジ
ンの無段変速機用部品、金型、等種々の用途に使用されている。
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　このマルエージング鋼は、通常、強化元素として、Ｍｏ、Ｔｉ、を適量含んでおり、時
効処理を行うことによって、Ｎｉ３Ｍｏ、Ｎｉ３Ｔｉ、Ｆｅ２Ｍｏ等の金属間化合物を析
出させて高強度を得ることのできる鋼である。このＭｏやＴｉを含んだマルエージング鋼
の代表的な組成としては、質量％で１８％Ｎｉ－８％Ｃｏ－５％Ｍｏ－０．４５％Ｔｉ－
０．１％Ａｌ－ｂａｌ．Ｆｅが挙げられる。
　近年、このマルエージング鋼は自動車の無段変速機ベルトに用いられている。無段変速
機ベルトには高強度、高疲労強度が求められる。
【０００３】
　ところで、マルエージング鋼は溶解・凝固時に成分偏析を起こしやすいＭｏを含有する
。成分偏析が大きくなると、無段変速機ベルト内で機械的特性のばらつきのおそれがある
。また、疲労強度を劣化させるＴｉＮやＴｉＣＮ等といった窒化物や炭窒化物の非金属介
在物（以下「介在物」という。）を形成するＴｉを含有する場合がある。
　このような成分偏析の防止と介在物微細化の両方を実現する発明として、例えば、特開
２００１－６４７５５号公報（特許文献１）には、鋼塊頂部の周長に相当する円周を有す
る相当円の直径をＤ１、鋼塊底部の周長に相当する円周を有する相当円の直径をＤ２、鋼
塊高さをＨ、Ｈ／２位置における鋼塊の周長に相当する円周を有する相当円の直径をＤ、
Ｈ／２位置における鋼塊の長辺長さ及び短辺長さをそれぞれＷ１，Ｗ２とするとき、テー
パーＴｐ＝（Ｄ１－Ｄ２）×１００／Ｈが５．０～２５．０％、高径比Ｒｈ＝Ｈ／Ｄが１
．０～３．０、扁平比Ｂ＝Ｗ１／Ｗ２が１．５以下となる鋳型を用いて、Ｃ：０．０１％
以下、Ｎｉ：８～１９％、Ｃｏ：８～２０％、Ｍｏ：２～９％、Ｔｉ：０．１～２％、Ａ
ｌ：０．１５％以下、Ｎ：０．００３％以下、Ｏ：０．００１５％以下を含み残部実質的
にＦｅの化学成分を有する鋼の溶湯を鋳造して、介在物の大きさが３０μｍ以下、Ｔｉ成
分偏析比及びＭｏ成分偏析比が各々１．３以下とする疲労特性に優れたマルエージング鋼
の製造方法が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００１－６４７５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記の特許文献１で提案される方法は、真空アーク再溶解（以下、ＶＡＲ）を行うこと
なく、通常の溶解設備で生産性に優れた機械構造用マルエージング鋼を製造するものであ
る。しかしながら、ＶＡＲを行わないマルエージング鋼では、成分偏析しやすい上、介在
物品位に問題があり、自動車の無段変速機ベルトに適用されていないのが現状である。
　本発明の目的は、成分偏析をより確実に抑制可能なマルエージング鋼の製造方法を提供
することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上述した課題に鑑みてなされたものである。
　即ち本発明は、
　マルエージング鋼の消耗電極を得る一次溶解工程と、
　前記消耗電極を用いて真空アーク再溶解を行って鋼塊を得る再溶解工程と、
　を含むマルエージング鋼の製造方法において、
　前記再溶解工程中に、鋳型と鋼塊の間に０．９ｋＰａ以上１．９ｋＰａ未満の圧力でＨ
ｅガスを導入し、
　溶鋼プールの深さを１７０ｍｍ以下とする
　マルエージング鋼の製造方法である。
【発明の効果】
【０００７】
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　本発明によれば、成分偏析をより確実に抑制可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明のＨｅガスを導入するＶＡＲの構造の一例を示す模式図である。
【図２】本発明のＨｅガスを導入するＶＡＲの電磁撹拌装置の概要の一例を示す模式図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下に本発明を詳しく説明する。
　上述したように、本発明ではＶＡＲを適用する。そのため、先ず、ＶＡＲ用の消耗電極
を一次溶解として製造する。
　マルエージング鋼のような極低Ｃ鋼の消耗電極の製造にはＶＩＭ（真空誘導溶解）が好
適である。ＶＩＭを適用すれば、大気中の酸素、窒素と溶鋼との反応による鋼中の酸化物
、窒炭化物の増加を避けられる点、酸素と活性な合金元素を安定して溶鋼中に添加するの
に有利である点、原料から不可避的に混入する酸素、窒素を除去できる機能を有している
点があり、消耗電極の製造に最適であるためである。
【００１０】
　また、本発明の一次溶解では、Ｍｇ酸化物を有するマルエージング鋼の消耗電極を得る
ことが望ましい。これは、マルエージング鋼がＴｉを含有する場合、少なからずＴｉ系介
在物が形成する。このＴｉ系介在物はＭｇＯを主体とする酸化物を核として晶出しやすい
ため、Ｔｉ系介在物－ＭｇＯ複合体の形態とすることができるためである。さらに、消耗
電極中にＴｉ系介在物が細かく分散した形態で存在させることができる。これにより、一
次溶解工程で得られる消耗電極中のＴｉ系介在物を微細分散させることができる。
　なお、再溶解用消耗電極中の酸化物をＭｇ酸化物主体にするために、一次真空溶解時の
Ｍｇ添加量を１０～２００ｐｐｍとするとよい。
　また、前記消耗電極を用いてＶＡＲを行う際に真空度は可能な限り減圧雰囲気にするこ
とで、再溶解時の溶鋼表面からのＭｇ蒸発を促進させる。
　Ｔｉ系介在物－ＭｇＯ複合体の一部を構成するＭｇＯ部分が消失することによりＴｉ系
介在物が細かく分解し、熱分解が促進してＴｉ系介在物を溶鋼中に完全に溶融させること
ができる。つまり、Ｔｉ系介在物を完全に溶融させることができれば、Ｔｉ系介在物のサ
イズはＶＡＲでの凝固中の成長に依存することとなる。そのため、本発明のＨｅガスの導
入効果が十分に発揮できる。
【００１１】
　次に本発明では、前記消耗電極を用いて真空アーク再溶解を行って鋼塊を得る再溶解工
程を行う。なお、前記再溶解工程中に、鋳型と鋼塊の間に０．９ｋＰａ以上１．９ｋＰａ
未満の圧力でＨｅガスを導入し、溶鋼プールの深さを１７０ｍｍ以下とすることが必要と
なる。
　ところで、ＶＡＲは水冷された銅製坩堝を用いることにより再溶解後の鋼塊の凝固速度
を高め、成分偏析や凝固欠陥を防止することができる。一方で、凝固した鋼塊は収縮して
銅製坩堝（鋳型）との間に隙間を生じ、抜熱効果が低下する。抜熱効果が低下すると凝固
速度が低下して、成分偏析を抑制する効果も低下してしまう。そこで、本発明では、収縮
した鋼塊と銅製坩堝間の隙間にＨｅガスを充填する。充填したＨｅガスは熱伝導率がおお
よそ０．１４４Ｗ／ｍＫであり、Ｈｅガスが熱伝達の媒介となって、鋼塊の抜熱に効果を
発揮する。
　また、Ｔｉを含有するマルエージング鋼においては、鋼中に形成するＴｉ系介在物は高
融点であるため、消耗電極を再溶解する際にも一部が溶け残り、溶鋼プール中に固体とし
て存在する。そして、溶鋼プールが凝固して鋼塊となる際に成長する。もし、冷却速度を
高めることができれば、Ｔｉ系介在物の成長時間が短くなるため、Ｔｉ系介在物の微細化
を図ることができる。しかし、従来のＶＡＲにおいては消耗電極を溶解する速度を変化さ
せても、同一鋼塊径であれば凝固中の冷却速度を大きく変化させることは困難である。こ
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れは、ＶＡＲでは鋼塊が凝固収縮して鋼塊と水冷銅鋳型の間に隙間が生じた後は伝導伝熱
が遮断され、鋼塊と銅製坩堝の間に生じる隙間が減圧雰囲気であるために対流伝熱も起こ
りにくく、主に輻射伝熱でしか抜熱されないためである。
【００１２】
　上述のように同一鋼塊径でＶＡＲにおいて消耗電極を溶解する速度を変化させても、凝
固中の冷却速度を大きく変化させることは困難であるものの、溶解する速度を遅くするこ
とで溶鋼プール深さを浅くすることが可能である。この理由としては、消耗電極からの溶
湯供給量が減少、すなわち湯上り速度が減少するためである。湯上り速度が減少すると、
凝固する速度の方が大きくなるため溶鋼プール深さが小さくなる。ただ、溶解する速度を
遅くすると、消耗電極を溶解する時間が長くなり生産性が悪化する上、電力原単位も悪く
なる。ゆえに、消耗電極を溶解する速度は過度に遅くすることは望ましくない。そのため
、Ｈｅガスを充填させ、溶解する速度を変えずに溶鋼プール深さを浅くすることは生産性
向上において、非常に有利な方法である。
　なお、ＶＡＲにおいて溶鋼プール深さを浅くすることは、成分偏析の抑制に有効である
。液相線と固相線を通過するまでの時間が長い場合、凝固するまでの時間が長くなるため
成分偏析が発生しやすくなる。溶鋼プール深さが浅くなると、液相線と固相線を通過する
時間が短くなるため、成分偏析の抑制が効果的に行える。特に、ＶＡＲにおける鋼塊最頂
部は普通鋼塊の押湯に相当する部位であり、他の部位より凝固するまでの時間が長くなる
ため、溶鋼プール深さが小さくなると鋼塊最頂部の成分偏析を抑制し、規格外として切捨
てられる部位を減らして、歩留りを向上させることもできる。
　また、Ｈｅガスと同様の効果はＡｒガス、窒素ガスでも得ることができるが、Ａｒガス
は熱伝導率が低く、窒素ガスは窒化物系介在物の形成を促進させる。そのため、本発明で
はＨｅガスを用いることとする。
　また、Ｈｅガスの充填は、収縮した鋼塊と銅製坩堝間の隙間のみに行うこととする。例
えば、溶鋼プール付近の鋼塊と銅製坩堝は接触状態にあるが、その接触状態の場所を超え
て消耗電極を溶解する領域までＨｅガスが到達すると、アークが不安定となって介在物を
増加させるおそれがある。
【００１３】
　上述したように、本発明では鋼塊と鋳型の隙間に導入するガスにはＨｅガスを用いる。
Ｈｅガスは溶鋼と鋼塊と化学反応しないため、新たな介在物を形成するおそれがなく、化
学反応による爆発事故の危険性を回避することができる。また、Ｈｅガスを用いた場合、
溶鋼と鋼塊との化学反応が無視できる程度の不純物ガスを含有するＨｅガスを使用するこ
とができるが、Ｈｅガスの効果を確実に発揮するには、Ｈｅの比率が９９．９体積％以上
であることが好ましい。
　図１に、本発明のＨｅガスを導入するＶＡＲの構造の一例を示す模式図を示す。Ｈｅガ
スの導入圧力は、ガスボンベから水冷銅鋳型４へガスを送る配管内の圧力を圧力測定器６
により測定し、圧力制御バルブ７を設置することで制御することができる。基本的にＨｅ
ガス圧力を高めることでガスの単位体積あたりの熱容量が増えて対流伝熱の効果を高める
ことができるが、鋳型と鋼塊の間のＨｅガス圧力が０．９ｋＰａ未満であると対流伝熱の
効果は低く、冷却速度を高める効果が乏しくなる。また、Ｈｅガスの圧力は溶鋼プールの
深さにも影響を及ぼし、０．９ｋＰａ未満であるとプール深さが深くなって介在物が成長
しやすく、また、成分偏析も大きくなる傾向にある。そのため、Ｈｅガス圧力の下限は０
．９ｋＰａとする。好ましいＨｅガスの圧力の下限は１．２ｋＰａである。また、ＶＡＲ
は常時減圧雰囲気で操業するため、鋼塊と鋳型の隙間に導入した希ガスの圧力を高めたと
しても真空ポンプにより排気されるため、過度に高い圧力にしても対流伝熱効果を高める
ことができにくくなるだけでなく、ガスの圧力を安定化させることができにくくなる。よ
って、Ｈｅガスの圧力の上限は１．９ｋＰａとする。好ましいＨｅガスの圧力の上限は１
．６ｋＰａである。
【００１４】
　また、本発明では上述したＨｅガス圧力の調整により、Ｈｅガスを充填しない場合と比
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較して溶鋼プールの深さを１０ｍｍ以上浅くできる。溶鋼プールが過度に深くなると、凝
固までの時間が長くなって介在物が成長しやすく、また、成分偏析も大きくなる傾向にあ
る。本発明によれば、溶鋼プールの深さを１７０ｍｍ以下とすることができる。本発明者
の検討によれば、溶鋼プールの深さを１０ｍｍ以上浅くには前述のＨｅガス圧力が０．９
ｋＰａ以上が必要となる。なお、プール深さを浅くしようとすると充填するＨｅガスの圧
力を高くするのが良いが、鋼塊と鋳型間の対流伝熱効果を高めても鋼塊自体の熱抵抗によ
り抜熱が阻害されるため、Ｈｅガス導入による溶鋼プール深さ低減効果には限界がある。
前述したように、Ｈｅガスの圧力を過度に高い圧力にしても対流伝熱効果を高めることが
できにくくなるため、現実的な深さの下限はせいぜい１２０ｍｍ程度である。
【００１５】
　また、本発明で規定するマルエージング鋼の製造方法は、鋼塊径が３００～８００ｍｍ
のものに対して特に有効である。その理由は鋼塊径が大きくなるほど鋼塊と鋳型間の対流
伝熱の影響より鋼塊自体の熱抵抗の影響が大きくなり、鋼塊の冷却速度は鋼塊径に依存す
るためである。熱伝導率が小さい鋼塊ほどその傾向が強くなり、鋼塊径が３００ｍｍ以上
で鋼塊の冷却速度向上効果が顕著になる。一方で、８００ｍｍを超えると希ガスを導入し
て鋼塊と鋳型間の対流伝熱効果を高めても鋼塊自体の熱抵抗により抜熱が阻害されて、鋼
塊中心部まで冷却速度を向上させる効果が小さくなり易くなる。そのため、鋼塊径は３０
０～８００ｍｍとするのが好ましい。
　以上、説明する本発明に係る製造方法は、鋼塊と鋳型の隙間にガス導入ノズルよりＨｅ
ガスを導入することで、鋼塊と鋳型間で対流伝熱により抜熱することを可能として、凝固
中の冷却速度を高めて、溶鋼プール深さを浅くしたものである。その結果、ＶＡＲの有す
る成分偏析防止効果を最大限発揮できるだけでなく、ＶＡＲ時の介在物の成長を抑制する
ことが可能となる。
【００１６】
　ところで、マルエージング鋼の中には、Ｔｉを無添加とするものもあるが、Ｔｉ無添加
のマルエージング鋼であっても、例えば偏析しやすいＭｏを積極添加するものであれば、
十分に本発明の成分偏析防止効果を得ることができる。勿論、Ｍｏに加えてＴｉを含有す
るマルエージング鋼に本発明の製造方法を適用すると、抑制効果と介在物微細化効果の両
方を得ることができ、特に有効である。好ましい具体的なマルエージング鋼の組成は以下
の通りである。なお、含有量は質量％として記す。
　Ｔｉは、時効処理により微細な金属間化合物を形成し、析出することによって強化に寄
与する元素である。そのため、３．０％を上限として添加することができる。Ｔｉを積極
添加するマルエージング鋼であれば、Ｔｉの効果を得るための好ましい下限は０．２％で
ある。
　Ｏ（酸素）は、酸化物系介在物を形成する元素である。酸化物系介在物となる酸素の量
を低減することが望ましい。そのため、Ｏは０．００１％未満に制限するとよい。
　Ｎ（窒素）は、窒化物や炭窒化物介在物を形成する元素である。本発明では窒化物系の
介在物を微細化することができるが、その窒化物系介在物となる窒素の量を低減しておく
のが望ましい。そのため、Ｎは０．００１５％未満に制限するとよい。
　Ｃ（炭素）は、炭化物や炭窒化物を形成し、金属間化合物の析出量を減少させて疲労強
度を低下させるため、Ｃは０．０１％以下にするとよい。
【００１７】
　Ｎｉは、靱性の高い母相組織を形成させるためには不可欠な元素である。しかし、８％
未満では靱性が劣化する。一方、２２％を超えるとオーステナイトが安定し、マルテンサ
イト組織を形成し難くなることから、Ｎｉは８～２２％とするとよい。
　Ｃｏは、マトリックスであるマルテンサイト組織の安定性に大きく影響することなく、
Ｍｏの固溶度を低下させることによってＭｏが微細な金属間化合物を形成して析出するの
を促進することによって析出強化に寄与する元素である。しかし、その含有量が３％未満
では必ずしも十分効果が得られず、また２０％を越えると脆化する傾向がみられることか
ら、Ｃｏの含有量は３～２０％にするとよい。
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　Ｍｏは、時効処理により、微細な金属間化合物を形成し、マトリックスに析出すること
によって強化に寄与する元素である。しかし、その含有量が２％未満の場合その効果
が少なく、また９％を越えて含有すると延性、靱性を劣化させる粗大析出物を形成し
やすくなるため、Ｍｏの含有量を２～９％にするとよい。
　Ａｌは、時効析出による強化に寄与するだけでなく、脱酸作用を持っているため、０．
０１％以上を含有させるとよいが、１．７％を越えて含有させると靱性が劣化することか
ら、その含有量を１．７％以下とするとよい。
　上記の元素以外は実質的にＦｅでよいが、例えばＢは、結晶粒を微細化するのに有効な
元素であるため、靱性が劣化しない程度の０．０１％以下の範囲で含有させてもよい。
　また、不可避的な不純物元素は含有されるものである。
【実施例】
【００１８】
　（実施例１）
　実施例１として詳しく本発明を説明する。一次溶解工程にて再溶解用の消耗電極を５本
製造した。５本のそれぞれをＶＡＲした際のＨｅガス圧力条件を表１に示す。５本のうち
４本の再溶解用電極１は、ＶＡＲで再溶解した際に鋼塊３と水冷銅鋳型４の間に、Ｈｅの
比率が９９．９体積％以上のＨｅガスを導入した。本発明例をＮｏ．１、２、３及び比較
例をＮｏ．１１とした。残り１本は、再溶解電極をＶＡＲした際に鋼塊３と水冷銅鋳型４
の間にＨｅガスを導入しなかった。この比較例をＮｏ．１２とした。Ｈｅガス圧力を１．
９ｋＰａ以上にしようとしたが、減圧雰囲気では圧力が安定しなかったので、実施例では
Ｈｅガス圧力を１．６０ｋＰａまでとした。本発明例及び比較例の鋼塊直径は５００ｍｍ
であった。Ｈｅガス導入圧力以外の電流・電圧・溶解速度の溶解条件は同一とした。
【００１９】
【表１】

【００２０】
　Ｈｅガスによる冷却は、図１に示す真空アーク再溶解炉を用いて再溶解用電極１を設置
して、水冷銅鋳型内４で溶解した。溶解中においては水冷銅鋳型４下部に設置されたガス
導入ノズル５より鋼塊３と鋳型４の隙間にＨｅガスを導入する。Ｈｅガスボンベから鋳型
４へガスを送る配管内の圧力を圧力測定器６にて測定し、圧力制御バルブ７を設置するこ
とで設定したＨｅガス圧力に常時一定に制御した。導入されたＨｅガスは、鋼塊３と水冷
銅鋳型４の隙間に充填されて鋼塊３から熱を奪い、隙間から漏れたガスは最終的には図示
しない真空ポンプで外部に排出された。
　溶解中において配管に設置された配管バルブ８を開けて、設定したＨｅガス圧力に制御
されていることを確認後、再溶解用電極の溶解を継続した。本発明例Ｎｏ．１において設
定した配管内Ｈｅガス圧力は１．６０ｋＰａ、本発明例Ｎｏ．２においては１．３３ｋＰ
ａ、本発明例３においては０．９３ｋＰａ、比較例１１においては０．５３ｋＰａとした
。前記電極の溶解が終わった後、配管に設置された配管バルブ８を閉め、さらに圧力制御
装置の設定値を０にした。本発明例Ｎｏ．１、２、３及び比較例Ｎｏ．１１、１２の再溶
解用電極の組成を表２に示す。
【００２１】
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【表２】

【００２２】
　溶鋼プール形状を判別しやすくするために、５本全てにおいて消耗電極を溶解して鋼塊
の重量が２１００ｋｇになった時点で磁場を印加して溶鋼プール内に電磁撹拌を発生させ
た。電磁撹拌により凝固界面のデンドライト先端が切断され、凝固界面に沿って等軸晶化
が促進される。図２に電磁撹拌装置の概要を示す。
　水冷銅鋳型４が入っているＳＵＳ製水冷ジャケット９の周りに磁場印加コイル１０が巻
きつけてあり、そのコイル１０に電流を流すことで外部磁場を印加させる。その結果、溶
鋼プール内でローレンツ力が生じて撹拌される。磁場印加パターンとしては、磁束密度２
０×１０－４Ｔとして４０ｓ周期で正負を反転させた。鋼塊重量２１００ｋｇの箇所での
電磁撹拌の時間は５ｍｉｎとした。磁束密度の正負を一定周期で逆転させることで等軸晶
化が促進される。電磁撹拌終了後、３０ｍｉｎ以上経過して溶解を停止した。溶解停止後
、６０ｍｉｎ以上経過して鋼塊を取り出した。
【００２３】
　次に、ＶＡＲで再溶解したマルエージング鋼鋼塊の頂部から溶鋼プール深さを判別する
ために、鋼塊を中心線に沿って切断し、縦断面スライス試料を採取した。縦断面スライス
試料の切断面を研磨し、マクロ腐食させて溶鋼プール形状を確認した。
　腐食液として工業用塩酸を等容量の水に希釈したものを使用した。腐食した縦断面スラ
イスよりお椀型の溶鋼プール形状より電磁撹拌発生時の湯面位置から底部までの鋼塊中心
軸における距離を溶鋼プール深さとして測定した。ここでの溶鋼プール深さは電磁撹拌を
発生させた鋼塊底部から２１００ｋｇ重量位置のものである。表３に本発明例１、２、３
及び比較例１、２の溶鋼プール深さを示す。
【００２４】
【表３】

【００２５】
　表３よりＨｅガスを導入した本発明例Ｎｏ．１、２、３及び比較例１１は、Ｈｅガスを
導入しなかった比較例１２より溶鋼プール深さが浅くなっていた。ただし、比較例１１の
溶鋼プール深さは比較例１２より５ｍｍ程度しか浅くなっておらず、Ｈｅガス導入による
溶鋼プール深さ低減効果は小さいものであった。同一条件で溶解したとしても溶鋼プール
深さは数ｍｍ程度変動する可能性があるので、比較例１１では十分にＨｅガス導入による
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効果があったとは明確に言えなかった。
　一方、本発明例Ｎｏ．１、２及び３では溶鋼プール深さが比較例１２と比較して１０ｍ
ｍ以上浅くなっていた。Ｈｅガス導入圧力が０．９ｋＰａ以上では溶鋼プール低減の効果
が大きいことが確認された。さらに、１．６ｋＰａまではガス導入圧力を大きくすればす
るほど、より溶鋼プール深さが浅くなった。特に０．９ｋＰａから１．３３ｋＰａまで圧
力を上げると、ガス圧力の上昇幅に対して溶鋼プール深さの低減幅が大きくなった。
　よって、本発明例１、２、３より溶鋼プール深さを顕著に浅くするにはＨｅガス導入圧
力は０．９ｋＰａ以上必要である。さらに、０．９ｋＰａから１．３３ｋＰａまで圧力を
上げた方が溶鋼プール深さ低減効果が大きいので、望ましくはＨｅガス導入圧力は１．２
ｋＰａ以上にするのが良いことが分かる。
【００２６】
　溶鋼プール深さは消耗電極１よりのアーク入熱量と溶鋼プール２及び鋼塊３から銅鋳型
４への抜熱量のバランスで決まる。本発明例Ｎｏ．１、２、３及び比較例１１、１２のア
ーク入熱量がほぼ同一であるので、Ｈｅガスを導入した場合に溶鋼プール深さが浅くなっ
たということは、溶鋼プール２及び鋼塊３から銅鋳型４への抜熱量が増加したと言える。
つまり、Ｈｅガスが導入されない場合は鋼塊３と銅鋳型４の隙間が減圧雰囲気であるため
対流熱伝達により抜熱量は小さいが、その隙間にＨｅガスが導入されたことで熱媒介とな
って対流熱伝達による抜熱量が増加したと考えられる。Ｈｅガス導入圧力をある一定量以
上にすることで鋼塊３と銅鋳型４の隙間に存在するＨｅガスの単位体積あたりの熱容量が
増えると考えられる。
　ゆえに、Ｈｅガスの圧力を０．９ｋＰａ以上にすると対流熱伝達の抜熱量が増加して、
溶鋼プール深さが顕著に浅くなる。ただし、ＶＡＲの炉内は真空ポンプによる減圧雰囲気
になっており、Ｈｅガス導入圧力を高めたとして鋼塊３と銅鋳型４の接触部より漏れて排
気されるため、ガス導入圧力には上限がある。実施例１では１．９ｋＰａを超えるとガス
圧力が安定しなかったので、１．９ｋＰａを超える圧力の操業は困難と判断した。
【００２７】
　（実施例２）
　一次溶解工程にて再溶解用の消耗電極を３本製造した。３本のそれぞれをＶＡＲした際
のＨｅガス圧力条件を表４に示す。３本のうち２本の再溶解用電極１は、ＶＡＲで再溶解
した際に鋼塊３と水冷銅鋳型４の間に、Ｈｅの比率が９９．９体積％以上のＨｅガスを導
入した。この本発明例をＮｏ．４、５とした。残り１本は、再溶解電極を真空アーク再溶
解した際に鋼塊３と水冷銅鋳型４の間にＨｅガスを導入しなかった。この比較例をＮｏ．
１３とした。本発明例及び比較例の鋼塊直径は８００ｍｍであった。Ｈｅガス導入圧力以
外の電流・電圧・溶解速度の溶解条件は同一とした。
【００２８】
【表４】

【００２９】
　Ｈｅガスによる冷却は、実施例１と同様の装置を用いた。本発明例Ｎｏ．４において設
定した配管内Ｈｅガス圧力は１．３３ｋＰａ、本発明例Ｎｏ．５においては１．２０ｋＰ
ａとした。前記電極の溶解が終わった後、配管に設置された配管バルブ８を閉め、さらに
圧力制御装置の設定値を０にした。本発明例Ｎｏ．４、５及び比較例Ｎｏ．１３の再溶解
用電極の組成を表５に示す。
【００３０】
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【表５】

【００３１】
　溶鋼プール形状を判別しやすくするために、実施例１と同じく電磁撹拌を実施した。３
本全てにおいて消耗電極を溶解して鋼塊の重量が６８００ｋｇになった時点で磁場を印加
して溶鋼プール内に電磁撹拌を発生させた。実施例２で用いた鋼塊の直径が８００ｍｍで
あり、溶鋼プール深さが安定するまでに鋼塊重量を直径５００ｍｍの鋼塊より多く溶解す
る必要があった。磁場印加パターンも実施例１と同様である。
【００３２】
　次に、ＶＡＲで再溶解したマルエージング鋼鋼塊の頂部から溶鋼プール深さを判別する
ために、鋼塊を中心線に沿って切断し縦断面スライスを採取した。縦断面スライスの腐食
方法及び溶鋼プール深さ測定方法は実施例１と同様である。ここでの溶鋼プール深さは電
磁撹拌を発生させた鋼塊底部から６８００ｋｇ重量位置のものである。表６に本発明例４
、５及び比較例１３の溶鋼プール深さを示す。
【００３３】

【表６】

【００３４】
　表６よりＨｅガスを導入した本発明例Ｎｏ．Ｎｏ．４及び５は、Ｈｅガスを導入しなか
った比較例１３より溶鋼プール深さが５０ｍｍ以上浅くなっていた。鋼塊直径８００ｍｍ
の場合ではＨｅガス導入圧力が１．２ｋＰａ以上では溶鋼プール低減の効果が大きいこと
が確認された。さらに、ガス導入圧力を１．２ｋＰａから１．３ｋＰａに大きくすれば、
より溶鋼プール深さが浅くなった。以上より、実施例１より大きい鋼塊直径８００ｍｍの
場合でも鋼塊３と銅鋳型４の隙間にＨｅガス導入することで、溶鋼プール深さが浅くなる
ことが確認された。
【００３５】
　以上より、マルエージング鋼を真空アーク再溶解にて製造する際に鋼塊と鋳型の隙間に
Ｈｅガスを導入することにより溶鋼プール深さを浅くすることができる。その際に適正な
ガス導入圧力を選択することで、高価なＨｅガスを使用する製造プロセスでの費用対効果
を大きくすることができる。その結果、マルエージング鋼での成分偏析の抑制や介在物の
微細化を図ることで、マルエージング鋼製品の品質や特性の安定化をさせることができる
。
【符号の説明】
【００３６】
１　再溶解用消耗電極
２　溶鋼プール
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３　鋼塊
４　水冷銅鋳型
５　ガス導入ノズル
６　圧力測定器
７　圧力制御バルブ
８　配管バルブ
９　ＳＵＳ製水冷ジャケット
１０　磁場コイル

 

【図１】

【図２】
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